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※１日目・２日目のいずれか１日のみのご参加でも可能です

・九州生産性本部セミナー室での受講
　福岡市中央区渡辺通２丁目１－８２　電気ビル共創館６階
・オンラインでの受講（ZOOMミーティング）
　※会場参加が満員となった場合は、オンラインのみの受付となります。
　※オンライン参加の場合、１端末１人での参加をお願いします。

石嵜・山中総合法律事務所　代表
弁護士　　山　中　健　児　氏

講  師  紹  介

石嵜・山中総合法律事務所 代表　弁護士　　山　中　健　児　氏  

会  場  略  図 〈お申込み・お問い合わせ先〉

∇と　　き

∇受講方法

経営幹部、人事・労務部門の管理者・担当者、労組幹部の方∇参加対象

∇講　　師

　平成６年10月に司法試験合格。平成８年３月京都大学大学院法学研究科修士課程を修了。平成10年４月
弁護士登録（第一東京弁護士会）と同時に石嵜信憲法律事務所へ入所。平成23年４月より現事務所名とな
る。平成25年１月より代表パートナーに就任。令和４年１月より代表弁護士となる。
　現在、主宰事務所は37名の所属弁護士、１名の司法書士、２名の社会保険労務士を擁し、特に、労働法・会
社法・倒産処理法などの企業法務を専門としている。日々の業務としては、顧問先企業へのアドバイスや法廷活
動の他、豊富な実務経験を活かし、各公開講座や企業内研修の講師としても活躍中である。
＜公職＞　これまでに日本弁護士連合会労働法制委員会委員、厚生労働省「転勤に関する雇用管理のポイント（仮称）」策定に向け
た研究会委員、第一東京弁護士会副会長（平成２９年度）、厚生労働省 在宅就業者総合支援事業検討委員会委員、厚生労働省 
仲介事業に関するルール検討委員会委員、大阪大学大学院高等司法研究科招へい教授、中央大学大学院戦略経営研究科客員教
授、関東弁護士会連合会理事などを歴任。現在、専修大学法科大学院客員教授などを務める。
＜著書＞　「労働関係ＡＤＲに必要な「民法」を学ぶ」（日本法令）／「事例式 人事労務トラブル防止の手引」（新日本法規／共著）／
「混成職場の人事管理と法律知識Ｑ＆Ａ」（産労総合研究所／共著）／「Ｑ＆Ａ人事労務管理規程変更マニュアル」（新日本法規／
編集代表）／他、執筆論文も多数。

※当本部事業の案内は会員企業・労組のほか、一般の企業・労組にもお送りしております。今後、この様な経営・教
育等の講座案内が一切不要な場合は、上記記載の担当者または当本部お客様相談窓口までご連絡ください。 公益財団法人 九州生産性本部

１１月１８日（水）１０：００～１６：３０
１１月１９日（木）１０：００～１６：３０

https://qpc.or.jp/

公益財団法人 九州生産性本部
案浦泰裕　№242

〒810-0004 
福岡市中央区渡辺通2丁目1－82 
電気ビル共創館６階
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2026年度2026年度

～労務管理上必要な労働法の知識と、法改正に伴う実務上の課題を最新情報に基づいて解説～

職場で日常直面する法的トラブルから、注目すべき法改正及び最新判例の動向まで 会場参加・オンライン参加 選択可

労働法実務講座労働法実務講座労働法実務講座労働法実務講座

近年、労働力人口の減少が予測されるなか、全ての労働者にとって働き過ぎやハラスメント被害を防止する
とともに、「正社員」と「非正規社員」の二極化を緩和し、柔軟かつ明確な働き方を実現することによって多様な
人材が活躍できる雇用社会の実現が目指されています。それを受け、本年10月からはパート有期労働法の改
正法（同一労働同一賃金ガイドラインの改正も含む）や、カスハラ・就活セクハラ対策の義務化に関する労働施
策総合推進法の改正法が施行されることになっています。また、現在、厚生労働省の下で主に労働時間法制
を中心に労働基準法の改正に向けた議論が進行中であり、来年以降の国会提出が進められているところです。
そこで本講座では、
① 労働時間・健康管理等に関して職場で日常直面する法的トラブルとその対応策
② 多様化する雇用形態（無期・有期・パート）と均等待遇実現のための法的留意点
③ 各種ハラスメントの法的理解と実務対応（カスハラ・就活セクハラ対策の義務化を含む）
④ 最もトラブルになりやすい退職・解雇等の契約終了段階における法的マネジメント
 　など、実務対応ポイントを近時の注目すべき労働判例とともに具体的に解説します。

　働き方改革実現に向けた環境整備をはじめ、労務トラブルの未然防止とその解決、健全な職場運営に向け
て、本セミナーをお役立ていただきますようご案内を申し上げます。

＜ご参加のおすすめ＞

九州生産性本部セミナー室　
（七隈線）　渡辺通駅下車（電気ビル本館B２Fへ直結）　
西鉄薬院駅より徒歩7分
・JR博多駅バス停B番より発車する全て（薬院・六本松方面）に乗車
可能（10分）→渡辺通1丁目G降車すぐ
・JR博多駅バス停A番より300番台（福岡PayPayドーム・マリノア
シティ方面）、BRT（連接バス）もしくはK（九大伊都キャンパス方
面）に乗車（10分）→渡辺通1丁目電気ビル共創館前降車すぐ
・天神大丸前バス停4Cより乗車（5分）→渡辺通1丁目電気ビル共
創館前降車すぐ
天神より5分、JR博多駅より7分、福岡空港より25分

〈交通機関のご案内〉
【地下鉄】
【西　鉄】
【バ　ス】
　
　
　
　
　
　
【タクシー】



Ⅰ．労働時間管理の基本と実務
１．労働時間制度の基本ルール
１週の法定労働時間の原則／１日の法定労働時間の原則／休憩時間の原則／休日の原則（休暇・休業との違い）

２．労働時間の適正な把握と管理　 労働時間の適正な把握のためのガイドラインを踏まえて
労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置とは／始業・終業時刻の確認はどのように行うか／
自己申告制により労働時間を把握する場合の注意点／個別ケースにおける労働時間の判断

３．時間外労働・休日労働とは
法定時間外労働と所定時間外労働／法定休日労働と所定休日労働／労基法上の対応と就業規則の整備

４．三六協定と割増賃金をめぐる諸問題　 時間外労働の上限規制・月60時間超の割増賃金率の引上げ
時間外労働の上限規制／三六協定締結にあたっての法的留意点／月60時間を超える時間外労働の割増賃金率の引上げ

Ⅱ．労働時間法制の具体的課題　 厚労省にて検討中の労働基準法改正の動きと企業が取り組むべき課題
１．労働時間法制の規制強化　
法定休日・連続勤務規制／勤務間インターバル／上限規制／過半数代表者の選出 など

２．柔軟かつ明確な働き方の実現　
テレワーク等／副業・兼業／裁量労働制／管理監督者 など

Ⅲ．労基署対応の実務　 労働基準監督行政の現状と対応上の留意点
１．労働基準監督署と監督官　
臨検とは／労基署は臨検の際に何を確認するか

２．労基署の臨検で指摘されやすい事項とは　
あらかじめ準備しておくべきこと／是正勧告書や指導票が出された場合の注意点

Ⅳ．健康と安全配慮に関する対応
１．安全配慮義務の意味と会社の法的責任
健康管理上の安全配慮義務とは／安全配慮義務を尽くす上でのポイント／労災補償制度との関係／脳・心疾患労災認定基準及び精
神障害労災認定基準の内容と法的リスク

２．メンタル疾患による休職の実務対応　 メンタル不調者への法的対応策
私傷病休職制度の本質／復職の要件となる「治癒」の意味とは／復職の可否の判断と主治医の診断書／休職・復職が繰り返される場
合の対応策

第１部　　１１月１８日（水）　１０：００～１６：３０

参　加　費（１人につき・消費税込） 申　　込　　要　　領

※11月18日（水）・11月19日（木）のいずれか1日のみのご参加も可能です

Ⅰ．多様化する雇用形態（有期・パート･派遣）　 令和８年10月施行／パート有期労働法改正
　１．有期雇用契約を締結する際のポイント　 待遇の相違等の説明に関する労働条件明示事項の追加

有期労働契約者とは／有期労働契約の無期転換権と無期転換後の労働条件／待遇の相違等に関する説明義務

２．有期雇用契約の様々な形態と「雇止め法理」の実務上の留意点　
臨時的・補助的労働力／定年後再雇用／障がい者雇用／「更新上限」の設定／更新時の労働条件の変更／その他

３．パート社員、有期契約社員及び派遣社員の均等・均衡待遇　 同一労働同一賃金ガイドラインの改正
パート社員とは／パート有期雇用労働法８条、９条に基づく均等・均衡待遇規定と実務上の留意点／無期転換労働者と他の無
期契約労働者との待遇の均衡

Ⅱ．各種ハラスメントの法的理解と実務対応等　 令和８年10月施行／カスハラ、就活セクハラ対策の義務化
　１．各種ハラスメントと法規制（男女雇用機会均等法、育児介護休業法、労働施策総合推進法）

各種ハラスメントの意味と責任／使用者として講ずべき措置とは／近時の裁判例

２．事実調査にあたっての留意点　 近時急増中の各種ハラスメント申立てへの実務対応　
申出がなされた際の初動対応／ヒアリングの際の注意点／証拠に基づく事実認定／対応措置の検討／その他

Ⅲ．配転と職業上・生活上の不利益、降格と賃金の減額
１．配転命令
配転とは／配転命令の根拠／配転命令と職業キャリア、育児・介護への配慮／就業場所・従事業務の「変更範囲」の明示にあたって
の注意点

２．降格　 ジョブ型の賃金制度における配転・降格の考え方
降格とは／降格命令の根拠／降格と賃金の減額／降格命令の際の考慮事情／職務（役割）等級制度における職務変更と降格

Ⅳ．退職・解雇・経営合理化　 解雇規制を踏まえた退職・解雇のマネジメント
１．解雇とその他の退職事由との違い
２．普通解雇、懲戒解雇の事由
３．解雇予告の手続と法的留意点
４．退職・解雇トラブルの未然防止策と対応ポイント
職場秩序違反、能力不足、経営上の理由などの類型に応じた検討／退職条件を協議するにあたってのポイント

第２部　　１１月１９日（木）　１０：００～１６：３０
労働時間管理のポイント、労基署対応、健康と安全配慮等、法規と実務の徹底解明 多様化する雇用形態、ハラスメント対策、ジョブ型の賃金制度における職務変更・降格、退職・解雇・経営合理化等、法規と実務の徹底解明

２日間共ご参加の場合 

４９,５００円 （含消費税4,500円）

４２,９００円 （含消費税3,900円）

６９,３００円 （含消費税6,300円）

５９,４００円 （含消費税5,400円）     

２８,６００円 （含消費税2,600円）

２６,４００円 （含消費税2,400円）

３９,６００円 （含消費税3,600円）

３４,１００円 （含消費税3,100円）    

当 本 部 賛 助 会 員 企 業

九労生・当本部労組会員

未 会 員 企 業

未 会 員 労 組   

◆実務にすぐ活用いただける、資料集・判例集・条文集を当日お渡しいたします。

◆質疑・応答の時間を適宜設けてすすめてまいります。
◆実務にすぐ活用いただける、資料集・判例集・条文集を当日お渡しいたします。

◆質疑・応答の時間を適宜設けてすすめてまいります。

講 座 内 容

・九州生産性本部ホームページより、ＷＥＢ上の参加申込フォームに必要事項をご入力され、ＷＥＢ申込ください。　　　　　
ＷＥＢ申込の後、参加証・請求書をダウンロードいただける「申込確定メール」をお送りいたします。

・参加費は、開催前日までにお振込ください。ご納入頂きました参加費は原則としてお返しいたしかねます。

・キャンセル料につきましては、弊本部のホームページをご確認ください。

・本セミナーでの録音・写真撮影はご遠慮ください。

・同業の方のご参加、プログラム転用はご遠慮ください。

11/18、11/19いずれか１日ご参加の場合


